




































Regarding Education of Young Japanese Women 




































































































（パラグラフ 82）（United Nations 1995: 26, 30）。
（なお、「積極的な措置 positive measures」は、
暫定的特別措置の類語である（Committee on 






























































（パラグラフ 22（bb））（United Nations Commission 
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10 国連HP掲載の審査状況の動画（UN Treaty Body 
Webcast, CEDAW 63rd session ― Japan, 
 http://www.treatybodywebcast.org/cedaw-63rd-session-
japan/）参照。
 「まず女性の大学進学、特に理工系分野が少ないの
ではないかという御質問があったかと思います。
まず政府としては、第4次男女共同参画基本計画
において大学、学部段階修了者の男女の割合を5
ポイント縮めることを目標として掲げております。
5ポイントというのはおおむね男性と女性が同じ
ぐらいの比率になることを目指して設定した目標
であります。また、大学教授等についても10％を
目指すと決定しておりまして、例えば御指摘のあ
りました経済的支援は、日本学生支援機構が既に
奨学金を経済的な理由により就学が困難な学生本
人に対して無利息または低利息で貸与しておりま
す。」
107女子生徒の科学技術教育推奨に関する一考察―日本の条約実施状況報告に対する女子差別撤廃委員会からの最終見解を手掛かりに―

